












































































































61.0% (前年度比+4.8%)、NHK教育 45.56% (前年度比十 2.9%)、在京キー5局




















































成 23年度身体障害者手帳所持者数(平成 24年3月 31日現在)のうち聴覚障害者は
6，086名である。そのうち聴覚障害者の死亡率が高かった沿岸部の市町村は、女川町で住
民全体の死亡率 7.01%(705名/11，051名)に対して聴覚障害者の死亡率は 22.50% (死
者 9名/人口 40名)、南三陸町で住民全体の死亡率 3.82% (665名/17，431名)に対し
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た。 Jと報告している O 上記5市町における昨年度派遣件数(コミュニケーション支援事業・
手話通訳派遣事業による利用件数、平成 22年3月~平成 23年2月の1年間)が 192件













































総務省 (2012a) によれば、東日本大震災における字幕の付与は、発災日から3月 18 
日までの1週間で、 NHKは 56時間 1分 (1日平均7時間)、民放各社(在京キー5局)
は最大 54時間 1分 (1日平均6時間 46分)と前例のない規模・時間での字幕放送を
行った。また、手話の付与は、 NHKにおいては、平日 1日2回の手話ニュースを3月 18 日
までの1週間は1日4回に増やして放送を行う等の手話放送を行ったとのことである。





























PEPN et-J apanに支援を要請した。 PEPNet-J apan事務局は、全国各地の連携大学・
機関とメーリングリストで検討し、筑波技術大学が開発したモバイル型遠隔情報保障支援シ
























































大会 lnあおもり (2011年 12 月 10 日)、モバイル型遠隔情報保障システム報告会
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